
二本松市社会福祉施設等物価高騰対策支援金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、物価の高騰の影響を受けている市内の社会福祉施設等を運営する法 

人等の安定したサービスの提供を支援するため、予算の範囲内で二本松市社会福祉施設 

等物価高騰対策支援金（以下「支援金」という。）を交付することに関し必要な事項を 

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「社会福祉施設等（以下「施設等」という。）」とは、次に 

掲げる法律に規定する施設等又は事業を行う施設等であって、別表の施設等の欄に掲げ 

るものをいう。 

⑴ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

⑵ 医療法（昭和２３年法律第２０５号） 

⑶ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号） 

⑷ 介護保険法（平成９年法律第１２３号） 

⑸ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号） 

⑹ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号） 

（交付対象施設等） 

第３条 支援金の交付の対象となる施設等（以下「交付対象施設等」という。）は、令和 

７年１０月１日（以下「基準日」という。）において市内に所在する施設等であって、 

基準日から令和８年３月３１日までの間、休止又は廃止（予定を含む。）をせず、事業 

を継続するものとする。ただし、次のいずれかに該当する場合は、交付対象施設等には

含まれないものとする。 

⑴ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、介護保険法、老人 

福祉法及び高齢者の居住の安定確保に関する法律に規定する事業を行う施設等（有料 

老人ホームを除く。）にあっては、基準日において、福島県又は市の指定、許可又は 

登録を受けていない場合 

⑵ 通所リハビリテーション、訪問看護、訪問リハビリテーション及び居宅療養管理指 

導にあっては、介護保険法第７１条の規定によるみなし指定を受けている保険医療機 

関又は保険薬局である場合 

⑶ 病院及び診療所にあっては、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく保険 

 医療機関の指定を受けていない場合 

⑷ 学童保育所にあっては、「放課後児童健全育成事業」の実施について（令和５年４ 

月１２日付けこ成環第５号こども家庭庁生育局長通知）の別紙に定める放課後児童健 



全育成事業を行っていない場合 

２ 同一の施設等所在地で、別表の複数の区分において同様の施設等を一体的に運営して 

いる場合は、当該区分のうち一区分のみの施設等を交付対象とする。 

（支援金の額） 

第４条 支援金の額は、別表の施設等の欄に掲げる施設等に応じ、それぞれ同表の支援金 

の額の欄に掲げる額とする。 

（支援金の交付申請） 

第５条 支援金の交付を受けようとする交付対象施設等を運営する法人等の代表者（以下 

「申請者」という。）は、市長に対し、社会福祉施設等物価高騰対策支援金交付申請書 

兼請求書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長が定める日までに提出しなけれ 

ばならない。ただし、公簿等によって確認することができる場合は、添付書類を省略す 

ることができる。 

⑴ 交付対象施設等であることを確認するための書類 

⑵ 支援金の額の算出に必要となる書類 

⑶ その他支援金を適切に交付するために市長が必要と認める書類 

（支援金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容の審査を行い、支援金 

の交付の可否を決定し、社会福祉施設等物価高騰対策支援金交付（不交付）決定通知書 

（第２号様式）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、支援金の交付を決定する場合において必要があると認めるときは、条件を付 

すことができる。 

（支援金の交付） 

第７条 市長は、前条第１項の規定により支援金の交付の決定を受けた者（以下「交付決 

定者」という。）に対し、この要綱の定めるところにより、支援金を交付するものとす 

る。 

（交付決定の取消し） 

第８条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、支援金の 

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 支援金の交付を受けた後に交付対象施設等の要件に該当しないことが明らかとなっ 

たとき。 

⑵ 偽りその他不正な手段により支援金の交付を受けたことが明らかとなったとき。 

⑶ 第６条第２項の条件に違反したとき。 

⑷ その他市長が支援金の交付を不適当と認めたとき。 

（支援金の返還） 

第９条 市長は、前条の規定により支援金の交付決定を取り消した場合において、既に支 



援金を交付しているときは、社会福祉施設等物価高騰対策支援金返還請求書（第３号様 

式）により、期限を定めて支援金の返還を命ずるものとする。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付に関し必要な事項は、市長が別に 

 定める。 

附 則 

この要綱は、令和８年１月２９日から施行する。 

別表（第２条、第３条、第４条関係） 

区

分 
施設等 

支援金の額 

定員１名につ

き 
１施設等につき 

休日当番医実施

日数１日につき 

障

が

い 

障害者入所施設、療養介護、 

共同生活援助、短期入所 
８，０００円   

生活介護、自立訓練（機能訓 

練）、自立訓練（生活訓練）、

就労移行支援、就労継続支援 

Ａ型、就労継続支援Ｂ型 

 ７０，０００円  

放課後等デイサービス、児童

発達支援 
 ５１，０００円  

居宅介護、重度訪問介護、同 

行援護、行動援護、重度障害 

者等包括支援、就労定着支援、

自立生活援助、計画相談支援、

地域移行支援、地域定着支援、

障害児相談支援、居宅訪問型 

児童発達支援、保育所等訪問 

支援 

 ５１，０００円  

 

 

 

 

 

 

介護老人福祉施設、介護老人 

保健施設、認知症対応型共同 

生活介護、地域密着型介護老 

人福祉施設、短期入所生活介 

護、軽費老人ホーム、有料老 

人ホーム、サービス付き高齢 

 

 

 

８，０００円 
  



備考 

１ 障がい又は高齢の区分に該当する施設の定員数は、基準日の定員数とする。 

２ 学童保育所の区分のうち施設の単位は、支援の単位と読み替えるものとする。 

 

 

高

齢 

者向け住宅 

小規模多機能型居宅介護 
８，０００円 

（宿泊定員） 
７０，０００円  

通所介護、通所リハビリテー 

ション、地域密着型通所介護、

認知症対応型通所介護 

 ７０，０００円  

訪問介護、訪問入浴介護、訪 

問看護、訪問リハビリテーシ 

ョン、居宅療養管理指導、居 

宅介護支援、定期巡回・随時 

対応型訪問介護看護 

 ５１，０００円  

学

童 
学童保育所  ５０，０００円  

医

療 
病院、診療所及び歯科診療所   １０，０００円 


